
３０人以下の少人数学級の実現、次期教職員定数改善計画の策定 
及び義務教育費国庫負担制度拡充を求める意見書 

「地方独立行政法人加古川市民病院機構評価委員会条例」を制定

　子どもたちに豊かな教育を保障することは、
社会の基盤づくりにとって極めて重要なこと
から、「教育は未来への先行投資」であるこ
とが多くの国民の共通認識となっている。 
　日本は、OECD諸国に比べて、１学級あた
りの児童生徒数や教員１人あたりの児童生徒
数が多く、文部科学省の調査によると、日本
の小中学校で、31人以上の学級に在籍する児
童生徒の割合は、小学校54％、中学校82％と
なっている。子どもたちは、様々な価値観や
個性を持っているため、小１プロブレム・中
１ギャップへの対応も必要となっている。そ
のため、一人ひとりの子どもに丁寧な対応を
行うためには、一クラスの学級規模を引き下
げる必要がある。 
　2007年に「日本の教育を考える10人委員会」
が実施した保護者へのアンケートによると、
保護者が望む適正な一クラスの児童生徒数は、
30人が45.4％、25人が20.5％、20人が16.0％、
35人が8.4％の順となっており、保護者も30人
以下の学級及び教職員の増員を望んでいるこ
とは明らかであり、国民の願いである。日本
もOECD諸国並みの教育環境を整備するため
に、標準定数法を改正し、国の財政負担と責
任で学級編制を30人以下とすべきである。 
　教育予算については、GDPに占める教育費
の割合は、OECD諸国の中で日本はトルコに
ついで下位から２番目となっている。また、
三位一体改革により、義務教育費国庫負担制
度において、国の負担割合は２分の１から３
分の１に引き下げられ、自治体財政を圧迫し
ている。 

　将来を担う子どもたちへの教育は極めて重
要であり、子どもたちが全国どこに住んでい
ても教育の機会均等が担保され、教育水準が
維持向上されるように、教育費の無償化や施
設・設備面も含めた教育条件整備を進めるた
め、教育予算を充実していく必要がある。 
　よって、国におかれては、下記の事項を実
現されるよう強く要望する。 

記 
１　昨年行われた総選挙の際の各党のマニフ
　ェストや政策集に位置づけられている、少
　人数学級を推進すること。具体的な学級規
　模は、OECD諸国並みの豊かな教育環境を
　整備するため、30人以下の学級とすること。
　また、次期教職員定数改善計画を早期に策
　定すること。 
２　教育の機会均等と水準の維持向上をはか
　るため、義務教育費国庫負担制度の堅持と
　ともに国の負担割合を２分の１に復元する
　こと。 
３　学校施設・設備、就学援助、奨学金など
　の教育予算を充実させるため、国の予算を
　拡大すること。 
　　以上、地方自治法第99条の規定により意
　見書を提出する。 
 
　　平成22年５月21日 

兵庫県加古川市議会 
議長  名生　昭義 

　提出先：衆議院議長、参議院議長　　　　
　　　　　内閣総理大臣、総務大臣　　　　
　　　　　財務大臣、文部科学大臣　　　　
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平成２２年第2回 
市議会定例会報 

　
5
月
３０
日
、
「
春
の
市
場
ま
つ
り
」
が
公
設
地
方

卸
売
市
場
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
 

　
場
内
に
は
各
種
屋
台
が
並
び
、
マ
グ
ロ
の
解
体
即

売
会
や
地
元
で
収
穫
さ
れ
た
野
菜
の
即
売
、
中
部
中

学
校
吹
奏
楽
部
に
よ
る
演
奏
会
な
ど
が
行
わ
れ
、
大

勢
の
市
民
が
来
場
し
ま
し
た
。
　
　
　
　
　
　
　
　

　
　
　
　
 

 

意 見 書 
本定例会で、議員から意見書案1件が提出され、原案のとおり可決されました。この意見書は、直ちに関係機関へ送付されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　第２回市議会定例会は、５月17日から21日まで、５日間の日程で開催されました。　　　　　　　

　地方独立行政法人加古川市民病院機構評価委員会条例を定めることなど、市長提出議案11件の審議

が行われ、すべて原案のとおり可決されました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

議会交際費を公開します 

※議会交際費の支出内容を、市役所行政資料室
　（消防庁舎2階）で公開しています。 
※原則として個人名は除きます。 

平成２１年度議会交際費執行状況 

　 区 　 分 　  

慶 弔 せ ん べ つ  

賛 　 助  

贈 呈 記 念 品  

懇 談 接 遇  

そ の 他  

　 合 　 計 　  

件数 

22 

1 

2 

1 

5 

31

金額（円） 

390,500 

10,000 

9,000 

10,000 

40,829 

460,329

市議会 会議録検索システム 
　インターネットによ

り、平成１３年3月から

平成２２年3月の本会議

（定例会・臨時会）及

び議員協議会の会議録

が閲覧・検索できます。 

◎会議録検索システムのＵＲＬ 

http://www.kensakusystem.jp/kakogawa/ 

index.html



    

議
員
　
公
設
地
方
卸
売
市
場
に
は

現
在
、
三
軒
の
空
き
店
舗
が
あ
る

が
、
本
市
は
新
規
入
居
者
を
募
集

し
て
い
な
い
。
入
居
希
望
者
も
い

る
と
聞
く
が
、
募
集
し
て
は
ど
う

か
。
ま
た
、
空
き
店
舗
を
貸
し
た

場
合
、
家
賃
に
よ
る
年
間
の
収
入

額
は
い
く
ら
か
。 

地
域
振
興
部
長
　
公
設
地
方
卸
売

市
場
に
つ
い
て
は
、
根
本
的
な
見

直
し
の
時
期
に
あ
り
、
市
場
開
設

運
営
協
議
会
等
で
協
議
し
、
基
本

方
針
を
策
定
す
る
予
定
で
あ
る
。

今
後
の
方
向
性
が
明
確
で
な
い
現

状
で
入
居
者
を
募
集
す
れ
ば
、
継

続
入
居
の
保
障
が
で
き
な
い
。
入

居
者
が
当
初
の
設
備
投
資
を
回
収

で
き
な
い
等
、
不
利
益
を
こ
う
む

る
こ
と
を
考
慮
し
、
募
集
を
見
送

っ
て
い
る
。
ま
た
、
一
店
舗
あ
た

り
の
使
用
料
は
年
間
で
約
四
十
八

万
円
、
三
軒
で
約
百
四
十
五
万
円

で
あ
る
。 

    

議
員
　
加
古
川
市
民
病
院
は
、
現

在
、
西
部
地
域
の
住
民
に
と
っ
て

唯
一
の
総
合
病
院
で
あ
る
。
予
定

さ
れ
て
い
る
、
市
中
心
部
へ
の
病

院
の
移
転
は
、
交
通
弱
者
で
あ
る

高
齢
者
の
通
院
を
、
さ
ら
に
困
難

に
す
る
も
の
で
あ
る
。
西
部
地
域

の
高
齢
者
に
対
す
る
医
療
の
確
保

を
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
。 

企
画
部
長
　
市
民
病
院
と
神
鋼
加

古
川
病
院
の
統
合
・
再
編
は
、
地

域
の
中
核
病
院
と
し
て
、
安
定
し

た
医
療
の
提
供
と
、
医
師
の
確
保

を
目
的
と
し
て
い
る
。
こ
れ
に
よ

り
質
の
高
い
医
療
の
提
供
と
、
高

齢
者
を
は
じ
め
、
市
民
が
安
心
で

き
る
医
療
体
制
を
確
保
す
る
こ
と

が
で
き
る
と
考
え
て
い
る
。ま
た
、

新
病
院
は
六
年
後
、
新
築
移
転
の

予
定
で
あ
る
が
、
候
補
地
の
選
定

に
は
、
患
者
の
移
動
手
段
の
確
保

も
含
め
て
検
討
し
て
い
き
た
い
。 

そ
の
他
の
質
問
項
目 

○
「
市
民
病
院
を
総
合
病
院
と
し
て

　
存
続
し
て
ほ
し
い
」
と
い
う
声
に

　
ど
う
答
え
る
か
に
つ
い
て 

　
　
市
民
病
院
は
今
の
場
所
で
総
合

　
　
病
院
と
し
て
残
し
て
ほ
し
い
と

　
　
い
う
声
に
ど
う
答
え
る
か
／
「
二

　
　
百
億
円
」
以
上
の
財
政
負
担
返

　
　
済
の
見
通
し 

○
全
幼
稚
園
の
二
年
制
保
育
の
実
施

　
に
つ
い
て 

　
　
幼
児
期
に
お
け
る
就
学
前
教
育

　
　
に
お
け
る
市
立
幼
稚
園
の
役
割

　
　
の
認
識 

○
「
少
年
自
然
の
家
」
の
利
用
拡
大

　
に
つ
い
て 

　
　
加
古
川
の
自
然
に
ふ
れ
る
機
会

　
　
を
ふ
や
す
た
め
に
利
用
拡
大
の

　
　
た
め
の
施
策 

    

議
員
　
正
規
職
員
と
非
正
規
職
員

の
勤
務
条
件
に
お
け
る
格
差
の
是

正
は
、
自
治
体
の
課
題
で
あ
る
。

本
市
で
も
、
非
常
勤
職
員
に
対
す

る
研
修
制
度
や
能
力
給
の
創
設
な

ど
、
待
遇
改
善
に
向
け
た
努
力
を

す
べ
き
と
考
え
る
が
ど
う
か
。 

総
務
部
長
　
本
市
は
、
第
四
次
行

革
緊
急
行
動
計
画
に
基
づ
き
、
職

員
数
を
現
在
の
二
千
百
七
十
七
人

か
ら
、
平
成
二
十
三
年
度
に
は
二

千
百
人
と
す
る
計
画
で
あ
る
。
今

後
、
さ
ら
に
民
間
活
力
の
導
入
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、
嘱
託
員
、

臨
時
職
員
、
再
雇
用
職
員
の
人
材

活
用
を
図
っ
て
い
く
。
臨
時
・
非

常
勤
職
員
の
勤
務
条
件
等
に
つ
い

て
は
、
こ
れ
ま
で
も
、
時
間
単
価

等
の
改
善
を
図
る
と
と
も
に
、
職

場
人
権
研
修
等
へ
の
参
加
も
行
っ

て
い
る
。
引
き
続
き
適
正
な
制
度

運
用
に
努
め
た
い
。 

そ
の
他
の
質
問
項
目 

○
温
室
効
果
ガ
ス
対
策
に
つ
い
て 

　
　
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
の
な

　
　
か
で
大
規
模
工
場
を
対
象
外
に

　
　
し
た
こ
と
／
環
境
自
治
体
会
議

　
　
の
加
入 

○
認
知
症
対
策
に
つ
い
て 

　
　
認
知
症
の
人
に
配
慮
し
た
街
の

　
　
ハ
ー
ド
整
備 

    

議
員
　
平
成
二
十
一
年
度
に
実
施

さ
れ
た
定
額
給
付
金
の
支
給
等
、

緊
急
経
済
対
策
事
業
に
つ
い
て
、

明
石
市
は
経
済
波
及
効
果
を
発
表

し
た
。
本
市
で
も
検
証
が
必
要
と

考
え
る
が
ど
う
か
。
ま
た
、
住
宅

リ
フ
ォ
ー
ム
助
成
事
業
の
経
済
効

果
は
ど
う
か
。 

地
域
振
興
部
長
　
緊
急
経
済
対
策

事
業
の
検
証
は
、
多
く
の
産
業
が

複
雑
に
関
連
し
て
い
る
状
況
や
、

経
済
活
動
が
市
内
だ
け
で
完
結
す

る
も
の
で
は
な
い
た
め
、
的
確
な

算
出
は
困
難
で
あ
る
。
し
か
し
、

事
業
の
検
証
は
、
今
後
の
施
策
展

開
に
お
い
て
重
要
で
あ
り
、
本
市

の
実
情
に
応
じ
た
検
証
方
法
を
調

査
研
究
し
て
い
き
た
い
。
住
宅
リ

フ
ォ
ー
ム
助
成
事
業
に
つ
い
て
は
、

二
百
四
十
五
名
の
市
民
が
百
三
社

の
市
内
業
者
を
通
じ
、
約
三
億
三

千
万
円
の
工
事
を
実
施
し
て
お
り
、

一
定
の
効
果
が
あ
っ
た
と
認
識
し

て
い
る
。 

そ
の
他
の
質
問
項
目 

○
「
国
民
健
康
保
険
料
が
高
い
」
と

　
い
う
声
に
ど
う
応
え
る
か
に
つ
い

　
て  

○
多
重
債
務
相
談
窓
口
の
充
実
に
つ

　
い
て 

　
　
研
修
会
の
内
容
と
計
画
／
周
知

　
　
と
庁
舎
内
連
携 

    

議
員
　
本
市
は
、
一
般
会
計
か
ら

国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計
に
、

保
険
料
の
減
免
分
な
ど
を
繰
り
入

れ
て
い
る
。
し
か
し
、
こ
れ
は
保

険
料
を
引
き
下
げ
る
政
策
的
な
行

為
と
は
言
え
な
い
。
自
治
体
の
裁

量
で
、
新
た
に
一
般
会
計
か
ら
の

繰
り
入
れ
を
増
や
し
、
保
険
料
を

引
き
下
げ
る
施
策
を
求
め
る
が
ど

う
か
。 

市
民
部
長
　
本
市
は
厳
し
い
財
政

状
況
で
は
あ
る
が
、
被
保
険
者
の

負
担
を
考
慮
し
、
一
般
会
計
か
ら

繰
り
入
れ
を
し
て
い
る
。
し
か
し

新
た
な
繰
り
入
れ
は
、
他
の
事
業

の
予
算
を
圧
迫
し
、
福
祉
施
策
や

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招
く
こ

と
に
な
り
か
ね
な
い
。
ま
た
、
国

民
健
康
保
険
の
被
保
険
者
だ
け
で

な
く
、
全
市
民
に
負
担
を
求
め
る

こ
と
か
ら
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰

り
入
れ
は
困
難
で
あ
る
と
考
え
て

い
る
。              

そ
の
他
の
質
問
項
目 

○
国
民
健
康
保
険
料
引
き
下
げ
の
た

　
め
の
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ

　
に
つ
い
て 

　
　
「
高
す
ぎ
る
保
険
料
」
の
認
識

　
　
／
厚
労
省
地
方
厚
生
局
に
よ
る

　
　
「
不
当
な
介
入
」
／
国
保
証
「
留

　
　
め
置
き
」
を
見
直
し
、
期
間
短

　
　
縮
ま
た
は
中
止
／
「
国
保
法
」

　
　
改
定
へ
の
対
応
と
認
識 

○
市
民
病
院
の
統
合
再
編
に
つ
い
て 

　
　
広
域
化
、
先
端
医
療
特
化
で
い

　
　
の
ち
と
健
康
守
れ
る
か
／
統
合

　
　
再
編
計
画
に
伴
う
二
百
億
円
以

　
　
上
の
財
政
負
担
／
内
科
二
次
救

　
　
急
医
療 

○
神
戸
製
鋼
所
な
ど
の
公
害
対
策
に

　
つ
い
て 

　
　
大
気
、
水
質
等
監
視
と
記
録
保

　
　
存
／
第
三
者
機
関
に
よ
る
デ
ー

　
　
タ
作
成
、
記
録
実
施
／
被
害
状

　
　
況
の
調
査
と
対
応 

○
同
和
行
政
の
終
結
に
つ
い
て 

　
　
終
結
め
ざ
す
姿
勢
／
残
る
課
題

　
　
（
住
宅
建
設
資
金
貸
付
な
ど
）

　
　
の
解
決 

○
就
学
援
助
の
拡
充
に
つ
い
て 

　
　
対
象
費
目
の
拡
大
／
所
得
基
準

　
　
の
見
直
し 

    

●
地
方
独
立
行
政
法
人
加
古
川
市

民
病
院
機
構
評
価
委
員
会
条
例
の

制
定 

　
地
方
独
立
行
政
法
人
加
古
川
市

民
病
院
機
構
評
価
委
員
会
条
例
の

新
規
制
定
で
、
地
方
独
立
行
政
法

人
法
の
規
定
に
基
づ
き
、
地
方
独

立
行
政
法
人
加
古
川
市
民
病
院
機

構
評
価
委
員
会
の
組
織
及
び
委
員

そ
の
他
委
員
会
に
関
し
必
要
な
事

項
を
定
め
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。 

　
　
　
　
　
　
　
（
賛
成
多
数
） 

●
加
古
川
市
火
災
予
防
条
例
の
一

部
改
正 

　
カ
ラ
オ
ケ
ボ
ッ
ク
ス
等
の
個
室

型
の
店
舗
に
お
け
る
防
火
安
全
対

策
に
つ
い
て
、
避
難
経
路
の
確
保

な
ど
、
よ
り
一
層
の
徹
底
を
図
る

と
と
も
に
、省
令
の
改
正
に
伴
い
、

燃
料
電
池
発
電
設
備
の
位
置
、
構

造
及
び
管
理
の
基
準
を
改
め
よ
う

と
す
る
も
の
で
す
。 

　
　
　
　
　
　
　
（
全
会
一
致
） 

●
地
方
独
立
行
政
法
人
加
古
川
市

民
病
院
機
構
定
款
の
制
定 

　
地
方
独
立
行
政
法
人
加
古
川
市

民
病
院
機
構
を
設
立
す
る
た
め
、

地
方
独
立
行
政
法
人
法
の
規
定
に

よ
り
、
議
会
の
議
決
を
経
て
定
款

を
定
め
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。 

　
　
　
　
　
　
　
（
賛
成
多
数
） 

    

●
は
し
ご
付
消
防
自
動
車
製
造
請

負
契
約
締
結
に
つ
い
て 

  

請
負
金
額
一
億
六
千
六
十
五
万

円
。
契
約
の
相
手
方
・
㈱
モ
リ
タ

大
阪
支
店
　
　
　
（
全
会
一
致
） 

         

　
本
定
例
会
で
、
次
の
請
願

に
結
論
が
出
さ
れ
ま
し
た
。 

  

請
願 

○
三
十
人
以
下
学
級
実
現
、

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度

拡
充
に
つ
い
て
（
加
古
川
町

北
在
家
・
兵
庫
県
教
職
員
組

合
加
印
支
部
支
部
長
・
寺
見

保
正
） 

　
　
〈
全
会
一
致
〉  

 

請
　
願 

採
択
と
な
っ
た
も
の 

緊
急
経
済
対
策
事
業
の 

　
検
証
を 

　
　
　
　
中
村
　
照
子
　
議
員 

非
常
勤
職
員
の 

　
待
遇
改
善
は 

　
　
　
　
井
筒
　
高
雄
　
議
員 

高
齢
者
の
医
療
を 

　
守
る
施
策
を 

　
　
　
　
広
瀬
　
弘
子
　
議
員 

公
設
地
方
卸
売
市
場
の 

　
活
性
化
は 

　
　
　
　
西
田
　
重
幸
　
議
員 

　5月１７日に行われた一般質問には、5人の

議員が質問に立ち、市政全般にわたり、活

発な質問を展開しました。 

　主な内容は次のとおりです。　　 

国
民
健
康
保
険
料
の 

　
引
き
下
げ
を 

　
　
　
　
　
山
川
　
博
　
議
員 

　
定
例
会
初
日
に
は
、
市
長
か
ら
地
方
独
立
行
政
法
人
加
古
川
市
民
病
院
機

構
評
価
委
員
会
条
例
の
制
定
な
ど
九
件
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。
 

　
休
会
中
に
所
管
の
常
任
委
員
会
で
審
査
し
、
す
べ
て
原
案
の
と
お
り
可
決

さ
れ
ま
し
た
。
 

　
ま
た
、
最
終
日
に
は
、
追
加
議
案
二
件
が
提
出
さ
れ
、
審
議
の
結
果
、
原

案
の
と
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
 

　
可
決
さ
れ
た
主
な
議
案
の
内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。
 

 

議 決 議 決 条 

例 

等 

契 

約 
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